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　1．はじめに
　新潟県では2004年10月に中越大震災、2007年7月に中
越沖地震が発生するなど、我が国でも特に自然災害の発
生頻度が高いと言える。また、これらの災害は技術発展
が期待される将来においても防ぐことは難しいことから
近年では災害を防ぐことを目指す「防災」から、災害が
発生した際の被害を最小限に抑える事を目指す「減災」
へと関心が移っている。
　一方で地震をはじめとした大規模災害が発生した際に
は、被災直後の生活再建支援から長期にわたる災害復興
支援に至るまで状況や内容に応じた様々な支援が要望さ
れることも事実である。実際の災害の場面では被災直後
にはマスコミその他の報道により全国から多数のボラン
ティア等が一斉に駆けつけ、当面の支援は迅速に行える
基盤や経験は蓄積されつつあるが、報道量の減少ととも
にボランティアによる支援も減少しがちである。
　こうした中、被災地周辺に立地する大学には、専門的
見地からの支援、学生によるボタンティア支援の可能性
があり、本報告では筆者等による一連の復興支援活動を
紹介した上で、復興の段階応じた支援手法の変遷、及び
ノ
各段階での成果と課題等を示すとともに地方に立地する
大学の役割について論じることを目的とする。
が被災直後から始まっていた柏崎東本町2丁目（通称：
えんま通り）を対象に被災者への再建意向ヒアリング調
査を実施した。その結果、多くの住民は居住継続意向、
商業継続意向が強くあるものの、復興に向けた具体的な
イメージや被災したアーケードの再建などまちの将来像
については具体的なイメージを持ち合わせておらず、拙
速な再建が町並みを壊してしまう可能性が伺えた。
　次に、専門家等が所属する全国的な専門家ネットワー
クとも言える学会を通じて、阪神・淡路大震災からの復
興支援を行った専門家等を招聰し、住民とともに復興に
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2．2007年新潟県中越地震における復興支援
　2007年7月16日の中越沖地震発生後、筆者等は被災地
近隣の大学に所属する都市計画系研究者等とともに情報
交換を行い、復興支援体制を構築した。これは、被災直
後における調査地被害を防ぐとともに復興に向けた課題
整理を行った上で支援に入る必要があったためである。
特に中越沖地震における被災はもともと衰退していた中
心市街地内の商店街を中心に広がっており、こうした地
域での復興は単純な生活再建にとどまらず、商業復興を
通じた中心市街地再生の課題があるためである。そこで、
被災直後から県内の都市計画系研究室及び研究者による
復興支援体制（注1）を構築した上で、地元に復興の動き
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　　　図1　中越沖地震被災後の復興支援の流れ
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向けたプロセスの共有を行い、これから何をすべきか等
を共有、住民側の復興に向けた組織作りの必要性などが
話し合われた。その結果、2007年9月末にえんま通り商
店街の有志により復興に向けた検討を進める「えんま通
りまちづくりの会」が立ち上げられ、独自の復興ビジョ
ンを策定することを目標に活動を始めた。
3．ことばによる復興ビジョンとその策定支援
　我が国の中心市街地の衰退はもはや一般にも広く知れ
渡り多くの地域で行政の重要課題の一つとなっている。
一方で、グローバル化やモータリゼーション化の進んだ
今日の社会に於いて中心市街地の利用的な一般解となる
将来像を描くめは難しい。各地域でそれぞれの地域性を
基にしたまちづくりを進める必要がある。そこで、えん
ま通りではまず、復興に向けた具体的な整備計画を策定
する前に、あらゆる計画の基本理念とも言えるビジョン
を言葉によって表現し、それを共有することを目指した。
これは1989年に発生した米国サンフランシスコを中心に
大きな被害を出したロマプリータ地震で大きな被害を受
けながらも衰退状況から再生したサンタクルーズ市で進
められた方法（注2）で、学会や専門家などからの情報提
供によりえんま通りでも同様の方法を取ることとした。
　というのも、復興プロセスにおいては一般にはその緊
急性からすぐに具体計画の議論となりがち出るが、具体
的な計画は住民間の利害対立を生みやすく、理念が共有
されていない中での利害対立から住民が計画自体を個々
人の判断基準で評価するため、計画が頓挫しやすい。そ
のため、計画の理念とも言えるビジョンを共有すること
で後の具体的な計画の評価軸を共有し、議論の土俵が創
られる。そのためにも、理念の共有は重要であり、それ
はキーワード等で抽象的に表現されることが適切である。
　筆者は2007年9月末に立ち上がり・、毎週水曜日夜に開
催される定例会議に出席し、年末までの完成を決めた復
写真1　復興ビジョン策定にむけた会議
興ビジョンの策定支援を進めた。具体的には、ビジョン
削蹄に向けた1．毎回の会議内容の企画、2．毎回会議
の進行役、3．毎回会議のとりまとめ、4．ビジョンの
とりまとめ、を行った。これらは、一般住民のみで進め
ることは難しく、地元の専門家ボランティアとしての筆
者の役割が発揮されたものといえる。また、この時に策
定されたビジョンは純粋に市民が独自で策定したもので
あり、これまでの我が国における復興ビジョンの大半が
行政主導型で進められてきたのに対して、住民独自によ
るビジョン策定ははじめてのことである。
　しかし一方で、地元専門家がボランティアという形式
で無償支援を行ったことで実現したことには専門性の無
償提供という社会悪に繋がるという課題が残る。地元に
表1　復興ビジョン削蹄までの会議
日程 会議名 内容
9月25日振興会臨時総会 「町づくりの会」設立
10月10日例会 スケジュール、進め方
10月17日例会 えんま通りの「売り」「課題」の整理
10月24日例会 えんま通りの「売り」「課題」の整理
10月31日例会 えんま通りの「売り」と「課題」の関係
11月2日町歩き〈表通り〉 現地状況確認
11月7日例会 「売り」をのばして「課題」解決を図る
11月14日町歩き〈裏通り〉 現地状況確認
11月14日例会 中小機構アドバイザーによるアドバイス
11月21日例会 ビジョンとなる「言葉」づくり
11月28日例会 ビジョンを実現する機能
12月5日例会 ゾーニング第一案の作成
12月12日例会 ゾーニング第一案を基に第二案を作成
12月19日例会 ビジョンとなる言葉を基にしたゾーニン
Oの確認
rジョンの確認
12月26日例会 内容の共有確認
12月27日町内報告会 町内への報告
えんま通り復興ビジョン
新生！えんま通り
～未来に向かって歩み続ける、えんま堂と共に懐かしく～
物販機能の強化
　・身の回りの品をそろえられる店舗を積極的に誘致する
　・個性的な店舗を積極的に誘致する
新しい人や店が入れる環境をつくる
　・積極的にまちなか居住を進めるための居住機能の確保
　・既存店舗ばかりでなく新しいテナントが出店しやすいテナントス
　ペースの確保
歩行者を第一に考えた街路づくり
　・高齢者に配慮した歩道づくり
　・歩行者と自転車の安全な棲み分けをした歩道づくり
　・車道によってまちが分断されない拡幅
会話が生まれる場づくり
　・まちの人々が集い、イベントなども開催できる広場スペースの確保
　・各所に小さな広場（ポケットパーク）を整備
　・店主はお客さんと積極的にコミュニケーションを図る
えんま堂と町との関わりをもっと大切にする
　・えんま堂の存在をもっとアピールできるサイン計画
　・えんま堂周囲に商店街としての中心性を持たせる
　・えんま堂前に広場スペースを
自然地形、路地空間の整備
　・車の通れないが歩行者が抜けられる小径を整備
　・植栽などにより地形と自然を感じさせる小径を整備
図2　ことばによるえんま通りの「復興ビジョン」
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専門家がおり、さらにボランティアでの支援が出来たが
故に実現したことであり、今後の持続性についての検討
が必要である。
4．復興ビジョンの具体化に向けた住民組織、支援体制
　の変化
　復興ビジョン策定をうけて、ビジョンを具体化するに
当たり行政などとの協議が必要となるが、その際に商店
街有志、という組織体制からくる代表性の問題が浮上し
た。つまり、行政と協議する場合は商店街の有志である
以上住民他関係者の代表性が確保されていない。そのた
め、それまでの商店街有志としての「えんま通り町づく
りの会」から、商店主、住民、地権者全員により構成さ
れる「えんま通り復興協議会」へと再編された。
　一方で、支援する側も計画のぐたいかにむけてより専
門的な知見や経験が必要であるが、地元専門家が必ずし
もその全てを有しているとは言えない。そこで、地元専
門家の人的ネットワークを利用して、町並み整備ワーク
ショップ、事業検討、建築設計などの専門的なスキルを
有する専門家集団による支援体制として「えんま通りの
復興を支援する会（以後、支援する会）」を組織した。
なお、この全国規模の専門家集団による支援に当たって
は中越沖復興基金メニューを利用した。
　以降、ビジョンを土台とした町並み整備の方針を策定
するワークショップや、個別建て替えに向けた事業化検
討、商店街としての賑わい創出に向けた検討会をはじめ
として、様々な専門的支援を進めている。このときに地
元専門家は各会議に参加することで全体のコーディネー
ト機能を担っており、また一方で、住民と専門家の間に
立つことで、日常的な支援の難しい専門からの支援の補
足を行っている。
　ここでは、ビジョン策定までを地元専門家のボラン
ティアによる支援、ビジョン策定後は復興基金を利用し
居住者
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図3　えんま通りの住民組織と支援体制の変化
たより専門性の高い支援となっているが、復興基金など
の特殊な予算の確保がなされたことで初めて実現したこ
とも事実である。基金メニューにこうした支援への予算
配分がなされていなければ実現しないことであり、これ
も併せて今後、動きのある地域へめ専門家支援の予算的
支援をどう確保していくのか、という課題が残る。中越
沖地震被災地では本報告で取り上げているえんま通り以
外の地域では具体的な復興に向けた地域レベルでの復興
計画が必要な地域も少なく、中越沖地震のような比較的
面的被害の少なかった災害であるが故に実現したとも言
える。（注））’
5．地元大学学生による復興支援
　地元に大学が立地している、と言うことは専門家が常
駐している一方で、学生も活動している点がある。先に
も述べたとおり、商業地域の復興に当たっては単純に建
物の再建による生活再建だけではなく、商店街としての
活気の再生が必要不可欠である。しかし、実際にはアー
ケードや倒壊建物の撤去が進んだ商店街は商店街として
のイメージを維持することすら難しい状況である。そこ
で、えんま通り商店街では被災から3ヶ月経った2007年
10月16日より、毎月16日に「笑福市」と題した復興イベ
ントを開催した。これは震災での犠牲者への供養ととも
に、商店街としての活気と注目を取り戻すことを目的と
したイベントであり、被災後「申し訳なくて行けない」
といった周辺住民が通りへ再度訪れる動機付けとなった。
定期的にイベントが開催されることで、社会から注目さ
れ、商店街としての存在感の維持にも繋がったと言える。
この活動には商店街のみならず地元大学の学生も積極的
に参加することで、商店街からは「若い人が歩いている
だけで町に活気が出る」といった声が聞かれた一方、学
生にとっては普段郊外店舗を利用している学生が多く、
接触することの少ない地域の商店主とふれあい、地域に
写真2　学生の支援とともに賑わいを見せる「笑福市」
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愛着を持つきっかけとなっている。この「笑福市」は翌
年2008年5月を持って終了したが、これ意外にも様々な
場面で学生を中心とした若者による復興支援が高齢化の
進んだ地域においては精神的な復興へと大きな役割を果
たしたと言える。1
6．地域のインフラとしての地元大学の可能性
　上記に用に中越沖地震からの復興まちづくりにおいて、
地元大学がある一定の役割を果たしたといえる。又一方
で、被災地に大学が立地していなければ実現することが
難しかったことも多くある。このように長期的な支援二が
必要な災害復興やまちづくりの場面では地域に大学など
の専門機関が立地しているメリットは大きいと言える。
　我が国では1970年代に飛躍的に大学進学率が上昇し、
当時都市部にしか立地していなかった大学に進学した若
者が都市部に就職することで地方都市の衰退が加速した
といえる。一方で、持続的な地域運営を進めていく上で
人材育成機能を地域が独自に持つことは重要であり、地
方の大学の存在意義は大きいと言える。
　こうした中、中越沖地震では都市部から離れた災害復
興への地方大学の学生による積極的な支援が被災者の精
神的な支えとなり、地方大学の専門家が全国的な専門家
ネットワークの窓口機能を果たした、といえる。
　ひとたび大規模災害が発生するとマスコミ報道などに
より一時的に情報過多の状況が生まれ、全国から多くの
専門家が一斉に調査に入り被災地はマスコミ報道への疲
れによる「報道被害」のみならず、過多な調査による「調
査地被害」も発生する。中越沖地震では被災地に立地す
る大学に急遽支援二拠点を設けることで調査地被害の低減
を模索したが、その成果が上がったとは言い切れない。
一方で、復興に当たってはいち早く、中越大震災の復興
支援に当たった専門家等とともに連絡体制を構築し、論
点整理をした上で支援に入ったことや、以降も地元大学
の専門家である筆者を窓口として学会などを通じて協力
体制を適宜更新することで、状況に応じた支援が進めら
れたと言える。
　全国各地に立地する大学は現在少子化のあおりの中で
厳しい状況に置かれているが、我が国における重要な知
的インフラとして位置づけられ、こうしたネットワーク
を積極的に地域が利用することでよりいっそう地方都市
の活力向上へと繋がると考えられる。しかし一方で、こ
うした全国的な専門家ネットワークへ繋がる窓口として
の地方大学の存在の可能性については、地域には十分伝
わっているとは言えず、その可能性を活かし切れていな
いことも事実である。今後は、大学と地域双方が積極的
に連携を果たしていくことで、災害復興のみならず、日
常多岐なまちづくりや地域活性化へと寄与することが期
待される。
　なお、中越沖地震復興プロセスについての詳細につい
ては下記参考文献を参考にされたい。
注釈
注1）本調査は新潟工科大学建築学科田口研究室、新潟
大学建設学科都市計画研究室、長岡造形大学澤田研究室、
長岡技術科学大学都市計画研究室、および新潟大学災害
復興科学センター福留准教授の合同で実施した。
注2）ロマプリータ地震からの復興の中でサンタクルー
ズ市は「Vision　Santa　Cruz」という言葉を中心とした復
興ビジョンを発表した後にビジョンに沿って計画を具体
化していった。
注3）中越大震災の復興にむけた中越大震災復興基金に
は計画策定支援メニューとして「デザイン策定支援」と
いうメニューが挙げられており、こうした専門家による
支援への予算措置がとられている。
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